



















































































































































　被告人側の控訴事件の破棄率が 10％を切っており（手引き 17 ～ 18 頁。





の概況」によれば、控訴審の終局人員は、平成 18 年の 9344 人から平成 23
年の 7005 人《6619 人》へと約 2300 人減少し、破棄自判の割合は、平成 18
年の 15.8％から平成 23 年の 9.7％《8.6％》へと 6.1％も減少し、1割を切り
ました。ちなみに、裏腹の関係にある控訴棄却の判決は、平成 18 年の
62.5％から平成 23 年の 70.5％《71.6％》へと、破棄自判の減少率を若干上回
る 8％増加しています。
　次に、申立人別の破棄率を見ますと、被告人側申立控訴事件の破棄率は、
平成 18 年の 14.7％から平成 22 年に 1割を切って 9.9％になり、平成 23 年は
さらに減って 9.0％《7.9％》になり、全体の破棄自判率の減少にほぼ相当す
る 5.7％減少しました。他方、検察官申立控訴事件の破棄率は、平成 18 年の










年の 258 件から、平成 22 年が 142 件、平成 23 年は 102 件《114 件》と、
150 件余り減少し、控訴事件の絞り込みが窺われます。控訴理由では、量刑






































































であって、1審からの連続番号ではないこと、④ 30 分の審理枠の 1回結審
を前提として、人証の範囲や所要時間を絞り込むこと、⑤事実取調べが行わ









き 57 頁）が、被告人との意思疎通（接見・面会・手引き 15 頁。記録の差し
入れ・手引き 20 頁＊ 8。他方、弁護人の適正管理・罰則等・法 281 条の 3
～ 281 条の 5）の重要性を自覚し、被告人の 1審の審理や判決に対する不満
を的確に把握し（手引き 15 頁）、その内容を控訴趣意書へ反映させることが
肝要です。
























（法 382 条）、量刑不当（法 381 条、手引き 27 頁）、訴訟手続の法令違反（法
379 条）、法令解釈適用の誤り（法 380 条、手引き 29 頁）である。
　理由不備・理由齟齬（手引き 28 頁）の主張内容は絶対的控訴理由（法
378 条 4 号）に相応するものであるべき（手引き 25 頁）。
　なお、これらについては以下で論理的な順序ではなく実務的な頻度に即し
て付言するので、ここでは、絶対的控訴理由（法 378 条 4 号）とされている
理由不備・理由齟齬（手引き 28 頁）について述べます。理由不備・理由齟





397 条 1 項、2 項の違いを意識し（手引き 25 頁）、主張の根拠を明示する。
新たな証拠に基づく主張については手引き 29 頁を参照願いたい。
エ　量刑不当（法 381 条、手引き 27 頁）
　①破棄を求める類型を意識して主張を整理
　量刑不当の控訴趣意が実務的に多いので説明します。1項破棄を目指すの




















































































































































































































































































































































































































































































































































































　上告理由の制限（法 405 条、手引き 45 頁、見本は手引き 64 頁）＝憲法違
反（手引き 47 頁。いわゆるB規約違反との関係は 48 頁＊ 17）と判例違反（手
引き 48 頁）、職権破棄（法 411 条、手引き 48 頁）、上告受理の申立て（法


















　被告人に対する召還義務なし（法 409 条、手引き 45 頁）、遠隔地所在の被
















































意義とその判示方法を説示した最決平成 24 年 2 月 13 日刑集 66 巻 4 号
482 頁、手引き 40 頁等参照）、②当事者追行主義への対処
イ	　1 審との訴訟構造の違いを理解しておく←訴訟のプロの活躍段階の手続












控訴審における証拠開示（手引き 12 頁、40 頁）も？





4 項、手引き 11 頁）等に留意。
3）控訴趣意書
ア	　控訴趣意書の作成（手引き 21 頁、見本は手引き 57 頁）
　	　控訴趣意書の作成には、被告人との意思疎通（手引き 15 頁、記録の差
し入れ・手引き 20 頁＊ 8、弁護人の適正管理・罰則等・法 281 条の 3 ～





地（手引き 23 頁＊ 9）。
イ　被告人作成の控訴趣意書の取扱（手引き 23 頁）
ウ　控訴趣意書作成の着眼点（手引き 25 頁）と主張の仕方
　	　控訴趣意の中心は、事実誤認（法 382 条）、量刑不当（法 381 条、手引
き 27 頁）、訴訟手続の法令違反（法 379 条）、法令解釈適用の誤り（法
380 条、手引き 29 頁）。
　	　理由不備・理由齟齬（手引き 28 頁）の主張内容は、絶対的控訴理由（法
378 条 4 号）に相応するものであるべき（手引き 25 頁）。
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　	　主張の仕方は、①総花的でなくポイントに即して主張、②法 397 条 1 項、
2項の違いを意識し（手引き 25 頁）、主張の根拠を明示。新たな証拠に基
づく主張（手引き 29 頁）。






























　上告理由の制限（法 405 条、手引き 45 頁、見本は手引き 64 頁）＝憲法違
反（手引き 47 頁、いわゆるB規約違反との関係は 48 頁＊ 17）と判例違反（手
引き 48 頁）、職権破棄（法 411 条、手引き 48 頁）、上告受理の申立て（法
406 条、規則 257 条、手引き 50 頁。具体例の紹介あり）等
2）上告審の構造
　被告人に対する召還義務なし（法 409 条、手引き 45 頁）、遠隔地所在の被
告人（手引き 44 頁の 4、46 頁）、「公判顕出」方式（手引き 49 頁）
4　異議・判決訂正の申立（法415条 2項、手引き52頁、異議申立書の
見本は手引き71頁）
5　おわりに
以上
